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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の４の規定に基づき、次

のとおり提出します。

Ⅰ 現状の課題及び中期的な対応方針

（１）旅客施設及び車両等の整備に関する事項

当社では、2005 年の開業当時から全 20 駅においてホームドアを設置しており、

「公共交通移動等円滑化基準」に基づいたエレベーターを 1 ルート確保している。

また、当初より全駅に多目的トイレおよび簡易型多機能ブース（車椅子使用可能）・

トイレ内ベビーシートをそれぞれ設置。また、トイレの温水洗浄便座への更新を完

了していますが、これらの設備の保守・点検を引続き実施して安全に利用できるよ

う努めていくとともに、ホームと車両の隙間対策等、快適にご利用できる環境を整

備する。今後、利用者の増加に適切な対応が行えるよう、長期的な混雑率の見通し

等を見極め、抜本的な混雑緩和対策として 2019 年度より開始した「8両編成化事業」

を引続き推進する。なお、車両については最混雑区間における朝ラッシュ時の最大

運行本数 26 本化による混雑緩和を継続的に行う。

（２）旅客支援、情報提供、教育訓練等に関する事項

駅業務に従事する者のサービス介助士資格取得率は 2024 年度末時点で約

85.7％。2023 年度の取得率は 94.2％であり取得率が減少したが、その原因は昨年度

は中途採用者（社会人採用）を多数駅務管理所に配置したためである。2025 年度以

降も引き続き駅係員、乗務員の取得率の向上を図るとともに有資格者及び資格をま

だ取得出来ていない係員に対しても日頃からの教育を継続するなど、知識・技能を

備えた職員によって、安定した高品質なご案内を提供する。

また、利用者増加に伴う対応として警備員・アルバイトの配置や状況に即した運

用を検討する。

既存車両の車内表示器についても多言語表示機能（4 か国語）を備え、色弱者に

対応したユニバーサルデザインの文字表示としたフルカラーLCD 表示器への更新を

引続き実施することによって、お客様への「より分かり易い情報提供」に努める。



Ⅱ 移動等円滑化に関する措置

① 旅客施設及び車両等を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

対象となる旅客施

設及び車両等

計 画 内 容

（計画対象期間及び事業の主な内容）

・ホーム延伸の実

施

・ホームと車両乗

降口の隙間設備

・8両編成化事業の一環として、北千住駅のホーム延伸を引続き

実施する。（2025 年度完成予定）

・車椅子スペースのある乗車口には、隙間が 70 ㎜程度となるよ

うに、くし状の隙間対策ゴムを設置する。（2025 年度中完成

予定箇所：南千住駅・八潮駅（2・3番線）・三郷中央駅・

みらい平駅・みどりの駅）

② 旅客施設及び車両等を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項

の主務省令で定める基準を遵守するために必要な措置

対 策
計 画 内 容

（計画対象期間及び事業の主な内容）

・ホームから車両

への乗降

・入社 1年目の駅務員を対象に、スロープを利用して車両に乗車

される方への介助教育を実施する。

③ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降につい

ての介助、旅客施設における誘導その他の支援

対 策
計 画 内 容

（計画対象期間及び事業の主な内容）

・異常時に於ける

旅客誘導の為の

設備

・人員配置の工夫

・サービス介助士

取得者の配置

・エレベーター、エスカレーター等の駅設備が停電・故障等によ

る停止時や列車の駅間停車時等の異常時に於いて負傷者や視

覚障害者および車椅子ご利用の旅客搬送の為、各駅に１台ずつ

配備した「電動式階段昇降機」及び「搬送トロ」でのご案内を

実施する。また、避難誘導時の案内用に多言語拡張装置（4か

国語対応）を使用して多言語での情報配信を図ることにより、

安全な誘導を行う。

・秋葉原駅・新御徒町駅・北千住駅・六町駅・八潮駅・三郷中央

駅・南流山駅に於いては、朝ラッシュ時の利用者が多く、旅客

支援に対応できる要員拡充の為、警備員・アルバイトを採用す

るとともに、運用や配置を検討し、ホーム監視、巡回、旅客誘

導を強化、併せて駅務員による車椅子ご利用の旅客等のご案内

を実施する。

・駅業務に従事する者のサービス介助士資格取得率は 2024 年度

末時点で約 85.7％。2023 年度の取得率は 94.2％であり取得率

が減少したが、その原因は昨年度は中途採用者（社会人採用）



・他社（局）線との

連携

を多数駅務管理所に配置したためである。2025 年度以降も引

き続き駅係員、乗務員の取得率の向上を図るとに有資格者及び

資格をまだ取得出来ていない係員に対しても日頃からの教育

を継続するなど、知識・技能を備えた職員によって、安定した

高品質なご案内を提供する。

・他社（局）線との接続駅（秋葉原駅・新御徒町駅・北千住駅・

南流山駅・流山おおたかの森駅・守谷駅）に於いては、車椅子

ご利用旅客や目の不自由な旅客等が乗換えの際に駅務員が専

用インターホン（テレスピ）を介して連絡をとり、相互に情報

共有を図り、乗換先改札までご案内し、職員の対面引継ぎを実

施している。

④ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対 策
計 画 内 容

（計画対象期間及び事業の主な内容）

・多言語化の推進

・光警報装置の設

置

・従来から使用している筆談器に加え、タブレットやスマートフ

ォンによるご案内の実施。

・既存車両の車内表示器について従来の表示器から多言語表示

機能（4 か国語）を備えたフルカラーLCD 表示器への更新を継

続的に実施する。

・火災を感知した際、従来の音による警報に加え、音の警報を聞

き取りにくい方にも光の点滅で火災発生を知らせることが可

能な警報装置を引き続き設置する。

（2025 年度設置予定箇所：守谷駅）

⑤ 移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対 策
計 画 内 容

（計画対象期間及び事業の主な内容）

・サービス介助士

の資格取得支援

・定例教育・研修の

実施

・サービス介助士の資格取得支援および更新（取得・更新費用は

会社で負担）を引続き実施する。

・新入社員研修および年間訓練計画に基づく各職場での定例教

育、本社主催の研修による教育を実施する。

⑥ 高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適

正な配慮についての旅客施設及び車両等の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対 策
計 画 内 容

（計画対象期間及び事業の主な内容）

・広報活動

・啓発活動

・ホームページ「安心・快適」への取り組みページに掲載。

・認識や理解を広げるため、EV 利用円滑化ポスターを掲示。



Ⅲ 移動等円滑化の促進のためⅡと併せて講ずべき措置

・視覚・聴覚障害をお持ちの地元の大学生の方々と共同で駅構内の施設について検証

を実施した実績を基に設備の改修、更新を行っているが、今後も改修・更新を実施

する。（実施例：検証結果に基づき、階段等の手摺部分の点字シールを手の触れやす

い位置に変更することにより、安全性向上を図った。）

・メールフォーム・コールセンター等で集約した障害当事者のご意見・要望等を社内

で情報共有を図る。

・設備が正常に機能するよう保守・点検の継続実施および技術部門と運輸部門の設備

に関しての情報共有を図り、長期に亘り実施する点検の場合は、旅客に対し掲出物

による事前告知を行う。

・駅構内の見通しの悪い箇所にカーブミラーやサイン等を設置する等、衝突防止の為

の予防的対策を検討する。

Ⅳ 前年度計画書からの変更内容

対象となる旅客施設

及び車両等又は対策
変 更 内 容 理 由

・サービス介助士取

得者の配置

・光警報装置の設

置

・駅業務に従事する者のサービス

介助士資格取得率は 2024 年度

末時点で約 85.7％。2023 年度

の取得率は 94.2％であり取得

率が減少したが、その原因は昨

年度は中途採用者（社会人採用）

を多数駅務管理所に配置したた

めである。2025 年度以降も引き

続き駅係員、乗務員の取得率の

向上を図るともに有資格者及び

資格をまだ取得出来ていない係

員に対しても日頃からの教育を

継続するなど、知識・技能を備

えた職員によって、安定した高

品質なご案内を提供する。に変

更。

・火災を感知した際、従来の音に

よる警報に加え、音の警報を聞

き取りにくい方にも光の点滅で

火災発生を知らせることが可

能な警報装置を引き続き設置す

る。（2025 年度設置予定箇所：

守谷駅に変更。）

・新型コロナウィルス感染

症に関する文言を削除し

た。

・2024 年度、流山おおたか

の森駅の光警報装置事業

完成。



・ホームと車両乗口

の隙間設備

・車椅子スペースのある乗車口に

は、隙間が 70 ㎜程度となるよう

に、くし状の隙間対策ゴムを設

置する。2025 年度中完成予定箇

所：南千住駅・八潮駅（2・3番

線）・三郷中央駅・みらい平駅・

みどりの駅に変更。

・2024 年度、浅草駅・六町

駅・八潮駅（1・4番線）・

南流山駅・流山おおたか

の森駅（1・4番線）・守谷

駅（2・3番線）・万博記念

公園駅、隙間設備事業完

了。

Ⅴ 計画書の公表方法

・弊社ホームページに掲載

Ⅵ その他計画に関連する事項

・本計画書については、当社の「2025 年度事業計画」・「中期経営計画（2025 年度～

2029 年度）」および関係資料を基に作成しており、中期的な対応方針に記載された

事項については、当社の中期経営計画に位置づけられている。

注１ Ⅳには、Ⅱについて前年度と比較して記入すること。なお、該当する対策が複

数になる場合には、新たに欄を設けて記入すること。

２ Ⅴには、本計画書の公表方法（インターネットの利用等）について記入するこ

と。

３ Ⅵには、Ⅱの欄に記入した計画に関連する計画（事業者全体に関連するプロジ

ェクト、経営計画等）がある場合には、必要に応じ、その計画内容及び計画にお

ける当該事業者の位置付け等について記入すること。


